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歳入歳出決算

１ 審査の対象

地方自治法第 条第 項の規定により、審査に付された平成 年度一般会計及233 2 18
び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書

並びに財産に関する調書について審査を行った。

審査の対象とした会計は、次のとおりである。

島根県一般会計、島根県証紙特別会計、島根県市町村振興資金特別会計

島根県農林漁業改善資金特別会計、島根県母子寡婦福祉資金特別会計

島根県中小企業近代化資金特別会計、島根県立中海水中貯木場特別会計

島根県臨港地域整備特別会計、島根県流域下水道特別会計

島根県営住宅特別会計、島根県公債管理特別会計

２ 決算計数の確認

平成 年度一般会計及び各特別会計歳入歳出決算書等は、関係諸帳簿及び証拠書18
類と符合しており、その計数は正確であることを確認した。

３ 決算の概要

平成 年度の決算の状況は次のとおりである。18
5,339 9,099 9,966 5,276 1,123一般会計の歳入決算額は 億 万 円で、歳出決算額は 億

万 円であり、歳入歳出の差引額は 億 万 円であった。1,630 63 7,976 8,336
さらに、これから翌年度へ繰り越すべき財源の 億 万円を差し引いた実質収35 413

支額は 億 万 円の黒字であった。28 7,563 8,336
特別会計は の会計があるが、各会計を単純に合算した歳入決算額は 億10 1,307
万 円で、歳出決算額は 億 万 円であり、歳入歳出の差引6,686 9,993 1,212 6,615 2,073
95 71 7,920 5,476 300額は 億 万 円となり、これから翌年度へ繰り越すべき財源の 万

円を差し引いた実質収支額は 億 万 円の黒字であった。94 4,595 7,620

決算の概要 （単位：円）

区 分 一般会計 特別会計

,990,999,966 ,766,869,993歳入決算額 ① 533 130
527,611,231,630 ,266,152,073歳出決算額 ② 121

歳入歳出差引額 6,379,768,336 9,500,717,920
③＝①－②

54,760,300翌年度へ繰り越 3,504,130,000
④すべき財源

実質収支額 ,875,638,336 ,445,957,6202 9
⑤＝③－④
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４ 財政の運営状況

平成 年度の県全体の財政運営の状況については、一般会計と特別会計（流域下18
水道特別会計など企業的経営を行うべき３つの特別会計を除く ）との会計間の繰。

入・繰出の重複額を控除して合算した純計額である普通会計でみると、次のとおり

である。

（１）収支の状況

5,403 2,109 3.9 5,258歳入総額は、 億 万円余と前年度に対し ％の減、歳出総額は

億 万円余で前年度に対し ％の減となった。6,445 4.3
歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は、 億 万円余であり、翌144 5,663

年度繰越財源の 億 万円余を差し引いた実質収支は、 億 万円余の96 8,715 47 6,948
黒字であった。

収支の状況 （単位：千円・％）

平成 年度 平成 年度 増減額 増 減 率18 17
区 分

(Ａ) (Ｂ) （Ｃ) (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)(Ｂ)= - /

540,321,092 562,441,520 22,120,428 3.9歳入総額 △ △
①

525,864,453 549,775,942 23,911,489 4.3歳出総額 △ △
②

14,456,639 12,665,578 1,791,061 14.1形式収支
③＝①－②

9,687,151 10,354,432 667,281 6.4翌年度繰越財源額 △ △
④

4,769,488 2,311,146 2,458,342 106.4実質収支
⑤＝③－④

2,458,342 313,677 2,144,665 683.7単年度収支
⑥＝⑤－ ⑤H17

920 928 8 0.9財政調整基金積立額 △ △
⑦

1,799,172 7,480,000 5,680,828 75.9公債費繰上償還額 △ △
⑧

920 928 8 0.9財政調整基金取崩額 △ △
⑨

4,257,514 7,793,677 3,536,163 45.4実質単年度収支 △ △
⑩＝⑥＋⑦＋⑧－⑨
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（２）財政分析指標等の状況

決算の状況を分析してみると次のとおりである。

財政分析指標等の状況

島 根 県 全 国 平 均指 標

H 18 H 17 H 18 H 17単位 順位 順位

0.22688 47 0.21059 47 0.46365 0.42778財政力指数 －

94.1 30 88.6 3 93.4 92.8経常収支比率 ％

31.4 47 31.0 47 21.4 21.7公債費負担比率 ％

16.5 47 16.6 45 12.3 12.4起債制限比率 ％

18.1 44 17.9 43 14.4 14.5実質公債費比率 ％

1,397 47 1,417 47 731
県民１人当たり

千円 736
地方債現在高

85,452 11 92,227 10 83,150 82,069積立基金現在高 百万円

注： １）順位は、良好な状況の順である。（

（２）経常収支比率は、臨時財政対策債、減税補てん債を含む。

（３）県民１人当たり地方債現在高は、平成１７年国調人口による。

（ ） 、 。４ 積立基金現在高は 減債基金のうち満期一括勘定分を含まないものである

５ 審査意見

１ 総括意見
平成18年度一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算に係る計数は、決算書、同付

、 、 。属書 関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査した結果 正確であることを確認した

また、予算の執行、会計及び財産に関する事務については、おおむね適正に行わ

れているものと認めた。

２ 付帯意見

平成18年度の決算について、次のとおり意見を述べる。

（１）財政運営について

平成18年度決算審査を行った結果、歳入総額は5,403億円余で前年度に対し3.9

％減少し、歳出総額は5,258億円余で前年度に対し4.3％減少しており、歳入・歳出

規模は、平成14年度以降5年連続で減少している。

経常収支比率は、対前年度比で5.5ポイント増の94.1％に達し、過去15年間で最

悪の水準となっている。また、実質公債費比率は18.1％となっており、国の地方債

発行許可基準の18％を超えた。
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県財政は、県税などの自主財源に乏しく、地方交付税をはじめとして収入の多

くを国に依存する財政構造にあり、平成16年度には、国の地方財政対策を受けた

地方交付税の大幅な削減によって、構造的収支不足が450億円程度と見込まれ、そ

のまま推移すれば、平成18年度にも基金が枯渇し、財政再建団体への転落が避け

られない状況となった。

県では、このような財政危機を克服するため、平成16年10月に「中期財政改革基

本方針」を策定し、定員削減や給与カットによる職員給与費の削減、公共事業費の

削減、事務事業の見直しによる歳出の削減などの財政改革に取り組まれ、平成18年

度末で309億円の収支改善が図られたところである。

しかしながら 「骨太の方針2006」など国・地方を通じた歳出・歳入一体改革に、

よる地方交付税の更なる削減などにより、本県では今後も200億円台後半の収支不

足が見込まれ、一段と厳しい財政運営を余儀なくされている。

このような危機的な財政状況に対処するため、本年10月には「財政健全化基本

方針」を策定し、平成20年度から平成23年度までの4年間を集中改革期間として抜

本的な改革を実行し、毎年度発生する200億円台後半の収支不足を平成23年度には

50億円程度に縮小するとともに、おおむね10年後において130億円程度の基金を確

保しつつ収支均衡を目指すこととされている。

ついては、これからの財政改革は、これまでよりなお一層困難なものと予想さ

れるが、財政健全化は本県が将来にわたり持続的に発展していくための大前提で

あり、このたびの「財政健全化基本方針」に定める改革に総力を挙げて取り組ま

れたい。

また、改革を進めるにあたっては、県民に危機的な財政状況や財政健全化への

道筋をわかりやすく説明するなど、その影響を大きく受けることとなる県民の理

解を得ながら取り組まれたい。

なお、現行の地方公共団体の再建法制を抜本的に見直した「地方公共団体の財

政の健全化に関する法律」が本年6月に成立したところであり、この法律に基づく

財政指標の整備とその開示等に適切に対応されたい。また、地方公共団体におけ
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る複式簿記の考え方を導入した公会計の整備が要請され、その一環として貸借対

照表や行政コスト計算書などの財務書類の作成が求められており、十分研究のう

え早期作成に努められたい。

（２）会計及び財産に関する事務について

① 収入未済額の縮減について

平成18年度の収入未済額は、現年度分10億9,043万円余、過年度分27億416万

円余、総額37億9,460万円余で、前年度に比べ5億7,365万円余（17.8％）増加し

ている。

収入未済の主なものは、次のとおりであるが、厳しい財政状況の中、収入の

確保は喫緊の課題であり、滞納理由等を調査のうえ、債権管理マニュアル等に

より、実態に応じた適切な収納対策を講じて、引き続き収入未済額の縮減に努

められたい。

また、納期内に納付されなかったものについては、納期限経過後の初期段階

で督促等の適切な対応を行い、新たな収入未済の防止に努められたい。

ア 県税

、 、県税については 加算金を含め総額で11億8,963万円余の収入未済額があり

その額は前年度に比べ3,767万円余増加している。

これは、法人事業税の１企業による多額の修正申告に伴う収入未済分や軽

油引取税の徴収猶予措置に伴う未納分という特殊要因によるものであり、主

要な税である個人県民税や自動車税については、収入未済額が縮減し、全体

の徴収率も97.9％で、前年度に比べ0.1ポイント上昇している。

県税は自主財源の根幹をなすものであり、税収を確保することは極めて重

要であるので、今後とも滞納状況等の的確な把握に努め、催告、差押、公売

等実態に応じた徴収対策の実施や、今後予定されている電子収納、コンビニ

での納付等多様化した納税方法の活用を進め、収入未済額の縮減に努められ

たい。
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県税の状況 （単位：千円･％）

区 分 16年度 17年度 18年度 増減(△)額 増減率

調 定 額 59,387,026 61,348,775 62,597,507 1,248,732 2.0

収 入 済 額 57,965,811 60,024,415 61,302,292 1,277,877 2.1

個人県民税 9,382,185 9,555,939 10,325,615 769,676 8.1

法人事業税 14,309,496 16,393,178 16,947,744 554,566 3.4

自 動 車 税 9,151,420 9,394,146 9,212,744 181,402 1.9△ △

そ の 他 25,122,710 24,681,152 24,816,189 135,037 0.5

不納欠損額 136,268 172,402 105,584 66,818 38.8△ △

収入未済額 1,284,947 1,151,958 1,189,631 37,673 3.3

個人県民税 523,183 485,512 440,145 45,367 9.3△ △

法人事業税 175,779 118,017 174,015 55,998 47.4

自 動 車 税 349,402 339,687 294,307 45,380 13.4△ △

そ の 他 236,583 208,742 281,164 72,422 34.7

徴 収 率 97.6 97.8 97.9 － －

注： １）調定額、収入済額、不納欠損額及び収入未済額には加算金を含む。（

(２)増減額及び増減率は、18年度の対前年度比である。

イ 中小企業近代化資金貸付金

中小企業近代化資金貸付金については、21億8,540万円余の収入未済額があ

り前年度に対し34.0％増加している。

なお、この中には平成17年度に発生した特定小売業店舗共同化資金貸付金

に係る大型商業施設の民事再生申立等に伴う収入未済額11億6,219万円余及び

平成18年度に発生した共同店舗の破産申し立て等に伴う収入未済額6億1,843

万円余が含まれており、これらを除く収入未済額は、4億477万円余で、前年

度に比べ3,009万円余（△6.9%）減少している。

今後とも、債権管理に万全を期し、適切に債権の回収を図るとともに、新

たな貸付に当たっては適切に審査のうえ、貸付後のきめ細かな診断・助言の

実施など事後指導を徹底し、延滞の未然防止に努められたい。
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中小企業近代化資金貸付金の状況 （単位：千円・％）

区 分 16年度 17年度 18年度 増減(△)額 増減率

貸 付 金 件 数 140 133 174 41 30.8

元利収入 調 定 額 3,918,922 5,417,478 5,199,181 218,297 4.0△ △

収 入 済 額 2,452,385 3,786,657 3,013,775 772,882 20.4△ △

不納欠損額 934,276 0 0 0 －

収入未済額 532,261 1,630,821 2,185,406 554,585 34.0

現年度分 1,600 1,195,947 618,437 577,510 48.3△ △

過年度分 530,661 434,874 1,566,969 1,132,095 260.3

徴 収 率 62.6 69.9 58.0 － －

注：(１) 16年度の不納欠損額は、株式会社産業再生機構への債権の売却に伴う損失分である。

（２）16年度の不納欠損額を除いた場合の徴収率は、82.2％である。

(３）17年度の民事再生申立等に伴う延滞分を除くと、17年度の徴収率は89.5％である。

（４) 17年度の民事再生申立等に伴う延滞分及び18年度の破産申し立て等に伴う延滞分を除

くと、18年度の徴収率は、87.3％である。

（５) 増減額及び増減率は、18年度の対前年度比である。

ウ 母子・寡婦福祉資金貸付金

母子・寡婦福祉資金貸付金については、1億7,579万円余の収入未済額があ

り、前年度に対し4.7％増加しており、徴収率は51.6％であり年々低下してい

る。

ついては、償還業務を平成17年度の組織改正により本庁、西部福祉事務所

に集約されたことが、債権回収低下の一因とも考えられることから、適切に

債権が確保されるよう体制を検討されたい。

また、滞納者の生活状況等を早期に把握し、償還方法を変更するなど、滞

納者に応じたきめ細かな償還指導により収入未済額の縮減に努められたい。

母子・寡婦福祉資金貸付金の状況 （単位：千円・％）

区 分 16年度 17年度 18年度 増減(△)額 増減率

貸 付 金 件 数 43,694 44,188 43,481 707 1.6△ △

元利収入 調 定 額 367,594 364,497 362,939 1,558 0.4△ △

収 入 済 額 200,469 194,983 187,144 7,839 4.0△ △

不納欠損額 904 1,554 0 1,554 100△ △

収入未済額 166,221 167,960 175,794 ,834 4.77
現年度分 19,714 21,364 24,471 3,107 14.5

過年度分 146,507 146,596 151,323 4,727 3.2

徴 収 率 54.5 53.5 51.6 － －

注：増減額及び増減率は、18年度の対前年度比である。
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② 会計事務の適正な執行について

定期監査において、支出負担行為を整理する時期が適当でないもの、契約書

の記載内容が適当でないもの、予定価格の積算根拠が不明確なもの、履行の検

査が適当でないものなど、基本的な会計事務について不適切な執行が見受けら

れた。

これは、会計関係諸規定の理解不足やチェックが不十分であることに起因し

ているものと考えられる。

ついては、職員の自己啓発はもとより、研修を含む会計事務の指導充実、単

語検索機能を備えた使いやすい会計事務処理マニュアルのシステム開発など、

厳正な会計事務の執行の確保に向けた環境整備に努められたい。

③ 歳入の早期確保について

、 、 、平成18年度の資金収支については 国から地方交付税が交付される6月 9月

11月の一定期間以外はほとんどの期間が赤字となっており、収支不足について

は基金の運用により対応されている。

、 、 、しかしながら このような資金収支の状況にもかかわらず 収入調定の遅延

納入通知書の発行の遅延、納期内収入の取組みの不徹底、国庫補助金等の概算

払請求の遅延など、歳入の早期確保へ向けた取組が不十分な状況である。

これは、県が厳しい財政状況にあるにもかかわらず、資金収支に対する職員

の認識不足に起因するものと考えられる。

ついては、出納局及び各部（局）において、職員に対し資金収支の現状につ

いて周知するとともに、歳入の早期確保について意識改革を図られたい。

④ 普通財産の有効活用について

平成16年度の行政監査において、普通財産の有効活用を図るため、売却、譲

与等の処分等について、集中的に取り組むよう要請したところである。

平成18年度に、管財課に県有財産活用推進スタッフを配置し、財産の有効活

用に向けた体制を強化することなどにより、次表のとおり普通財産1,223千㎡の

うち215千㎡について売却、譲与を行うなど処分に努力されたが、依然として多

くのものが残っている。

ついては、引き続き各財産ごとにその有効活用について検討し、売却するこ

とが適当な財産については、一般競争入札の一元的な実施や導入予定のインタ

ーネット公売など、処分に向けた取組を積極的に行われたい。
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普通財産の処分等の状況 （単位：千㎡）

土 地 建 物
区 分 16年度 17年度 18年度 16年度 17年度 18年度

年度当初面積 1,474 1,279 1,223 44 56 61

年度中処分面積 322 148 215 18 11 30

売 払 18 21 63 8 6 10

内 交 換 1 0 69 0 0 1

譲 与 20 119 59 0 2 14

訳 分 類 替 283 8 24 0 0 1

解体撤去 － － － 10 3 4

注： １）この表に掲げる普通財産には、職員宿舎を含まない。（

（２）年度当初面積は、行政財産の用途廃止等による増加分を含む。

（３）年度中処分面積は、県の組織の中で所管換・所属替されたものを除く。

（４）分類替は、普通財産から行政財産へ分類替されたものである。
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第１ 審査の概要

１ 審査の対象
地方自治法第 条第 項の規定により、審査に付された平成 年度における241 5 18

島根県土地開発基金、島根県発電用施設周辺地域企業立地等促進資金貸付基金及び

島根県美術品等取得基金に係る運用状況について審査を行った。

第２ 審査の結果と意見

平成 年度における各基金の運用状況は、関係諸帳簿及び証拠書類と符合して18
おり、その計数は正確であり、それぞれの設置目的に沿って、おおむね適正に運用

されているものと認められた。

なお、運用状況に対する意見は次のとおりである。

１ 島根県土地開発基金
県立石見高等技術校(仮平成 年度の運用状況をみると 土地の取得については18 、 、

億 万円余であり、また、土地の一般会計への引渡し称)整備用地の１件、4 5,768
については、 万円であった。県立男女共同参画センター駐車場用地の１件、2,500
今後とも、土地取得需要の的確な把握に努め、効果的な運用を図られたい。

（ 単 位 ： 円 ・ ㎡ ）

平成 年度末 平成 年度末17 18平成 年度中増減高18
区 分

現 在 高 増 加 減 少 現 在 高

7,541,211,186 499,525,752 482,689,848 7,558,047,090基 金 総 額

6,481,342,895 41,835,904 457,689,848 6,065,488,951現 金
内

1,059,868,291 457,689,848 25,000,000 1,492,558,139土 地
訳
(面 積) ( ) ( ) ( ) ( )4,880.59 18,988.90 319.37 23,550.12

２ 島根県発電用施設周辺地域企業立地等促進資金貸付基金
平成 年度の運用状況をみると、新規貸付の実績はなかった。18
新規貸付については、平成 年度以降 年間も実績がない状況が続いている。10 9
新規貸付のない主な要因としては、他の資金に比べ貸付要件が厳しいことが考え

られるので、本県の実情に合うよう、貸付要件の緩和等について国に対して強力に

働きかけられたい。
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（単位：円）

平成 年度末 平成 年度中増減高 平成 年度末17 18 18
区 分

現 在 高 増 加 減 少 現 在 高

443,101,086 443,956,999基 金 総 額 855,913 0
443,101,086 855,913 0 443,956,999現 金

内
債 権

0 0 0 0訳
(貸付金)

３ 島根県美術品等取得基金
平成 年度の運用状況をみると、美術品等の取得金額は 万円余であり、18 4,381

前年度に比べ 万円余の減となっているが、基金の現金残高は 万円余と2,398 3,098
なり、美術品等の取得が極めて困難な状況となっている。

美術品等の取得に当たって一層の厳選に努めるとともに、基金の今後のあり方に

ついて検討されたい。

（単位：円）

平成 年度中増減高 平成 年度末平成 年度末17 18 18
区 分

現 在 高 増 加 減 少 現 在 高

1,000,000,000 43,811,000 43,811,000 1,000,000,000基 金 総 額

74,791,955 43,811,000 30,980,955内 現 金 0
925,208,045 0 969,019,045訳 物 品 43,811,000

４ 島根県美術品等取得基金（教育分）
平成 年度の運用状況をみると、美術品等の取得金額は 万円余であり、18 6,150

前年度に比べ 万円余の増となっている。3,728
美術品等の適時、適切な取得に向け、引き続き基金の効果的な活用に努められた

い。

（単位：円）

平成 年度末 平成 年度中増減高 平成 年度末17 1 8 18
区 分

現 在 高 増 加 減 少 現 在 高

1,000,000,000 61,501,486 61,501,486 1,000,000,000基 金 総 額

878,474,844 0 61,501,486 816,973,358内 現 金

121,525,156 61,501,486 0 183,026,642訳 物 品


